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　本解説では「サービス・サイエンティスト」という新

しい専門家を紹介する 1）．今日，世界中でサービス産業

が成長を続けることで（表-1），世界経済そのものが1つ
の巨大なサービス・システムとなってきており，そのサー

ビス・システムのさらなる成長のためには，サービス

におけるイノベーションが必要となっている．その中で，

サービス・システムについて研究し，設計し，適切な管

理方法を考察し，サービス・イノベーションを創出する，

新しい専門家「サービス・サイエンティスト」の出現が

期待されている．ここで，サービス・システムとは，サー

ビス活動が営まれるシステムであり，人や技術，組織か

ら構成され 2），それらの要素が絡み合い，変化に対応し

ながら，価値を協調的に生み出すシステムである．たと

サービス・サイエンティストとサービス・システムサービス・サイエンティストとサービス・システム えば，情報技術（IT）産業におけるサービスには，ITア
ウトソーシングという，サービス提供者が顧客のために

計算機環境を構築し保守するサービスがある．この IT 
アウトソーシングでは，サービス提供者が顧客の代わり

に活動することで，顧客の ITシステム力を高めるとい
う価値を生み出す．サービス・システムは我々の周りに

溢れているが，サービス・システムを構成する人の行動

や意思が複雑であるため，サービス・システムの形式的

な記述やモデル化は難しい．また，一言でサービス・シ

ステムといってもその規模はさまざまであり，個人，グ

ループ，企業，産業，そして究極的には地球規模のサー

ビス・システムも存在する 1）～5）．

　我々は，サービス・サイエンティストを生み出すた

め，サービス・サイエンス（訳注：原文では，Services 
Sciences, Management and Engineering：SSME）と呼ば
れる学問領域を提案している．本解説では，コンピュー

タ・サイエンティストという専門家の50年間の隆盛と
比較することで，サービス・サイエンティストという新
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「サービス・サイエンティスト」とは，「サービス・システム」に関する研究，設計，および適切な管理方法を考察する，

新しい専門家である．サービス・システムとは，人や技術，組織が複雑に絡み合い，変化に対応しながら，価値を協調

的に生み出すシステムである．また，サービス・システムにおける活動は，主として経済的利益に動機づけられ，法的，

文化的背景によって制限される．本解説では，サービス・システムの具体例を挙げながら，「サービス・サイエンティスト」

について解説する．

☆ 1　A version of this paper will appear in English in the CACM Special 
Issue on Services Science (July 2006).
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しい専門家の出現について考察する．

　新しい専門分野は，社会における新しい問題が認知さ

れ，解決しようとする時に生まれる．分野の黎明期には，

既存の専門分野との境界に関して論争が起きるが，やが

て多くの研究分野と結びつき，関連する知識が拡充され，

1つの専門分野として確立していく 1）．表-2は，専門分
野の誕生に影響する代表的な7つの要因を挙げたもので
ある．以下，コンピュータ・サイエンスの歴史を振り返

ることで，今後サービス・サイエンスが直面するであろ

う課題を考察する．

「…ENIACの卓越した計算能力は，多くの工業製品の開
発のあり方を変革するだろう．ENIACに初めて解かせ
た問題は，人手では100年かかるが，それをたった2週
間で完了した…」

 （1946年2月16日　米国陸軍省　ENIAC発表声明）

　コンピュータ・サイエンスの発展は，まず米国政府

が，国家安全の観点から，軍事用にコンピュータ開発お

よび応用技術開発に多大な投資を行ったところから始

まった．やがて産業界は，この新しい領域で利益を得よ

うと，特許取得や製品開発に積極的な投資を行うように

なっていった．コンピュータのビジネス利用が現実化す

ると，コンピュータ業界や関連業界における雇用が拡大

し，高度な技能を持ったコンピュータの専門家の需要が

高まっていったのである．その需要拡大に応えるように，

学術界では，物理学科や哲学科，それに電気工学科や数

学科などがコンピュータ・サイエンスという新しい専門

分野の成立に貢献した．また，産業界において，圧倒的

な処理能力を持つコンピュータが，人件費削減のための

コンピュータ・サイエンスvs.サービス・サイエンスコンピュータ・サイエンスvs.サービス・サイエンス

道具として急速に受け入れられていった一方，部品のコ

ストが安くなってくるにしたがい，日常生活の中でのコ

ンピュータの新しい使い方が模索されていき，大きな技

術革新がもたらされてきた．さらに，若者が教育やゲー

ムでコンピュータに触れる機会が増加したことで，コン

ピュータにかかわる職業の人気も高まっていったので 
ある．

　サービス・サイエンスは，コンピュータ・サイエンス

が 1940年代にそうであったように，いまだ確立してい
ない専門分野であり，研究領域である．米国では，経済

的な観点からも，国家安全的な観点からも，インドや

中国への仕事や技術の海外流出に対する懸念は高まって

いるものの，今のところ，この懸念を解決するための大

きな国家的な投資はされていない．これは，この問題に

対する統一的な見解がまだ得られていないことも一因で

ある．また，米国においては，2014年までに最も雇用
が拡大するのはサービス・ビジネスだといわれているが，

サービスにおける技術革新は遅れている．

　我々は，サービスの技術革新に対する行政や産業から

の期待に応えるためには3つの障壁があると考えている．
1番目は，サービス関連の特許に対する理解が低いこと．
2番目に，サービスを形式的に記述，モデル化し，解析
するためのツールがないこと．そして，3番目に，必要
な専門知識が，縦割りの学術界において分断されてし

まっていることである．

　しかしながら，これら障壁に対する改善の兆候はある．

今後，ベンチャー企業などによって，自らのビジネスの

やり方を特許として守ろうとする動きが活発化していく

と，ビジネス手法に関する特許や，サービス・イノベー

ションに対する理解は高まっていくだろう．また，イノ

ベーションを創出する能力の分析や，知的財産の源泉で

ある人材の管理に対して精力的に研究が行われている 6）．

また，スーパーコンピュータやグリッドコンピュータが

表 -1 各産業別の労働力の割合．世界の経済活動は農業や製造業からサービスへ移行し続けている（出典：http://www.nationmaster.com）．

国 労働人口（%） 農業（%） 工業（%） サービス（%） 25年間でのサービスの増加（％）

中国 21.0 50 15 35 191

インド 17.0 60 17 23   28

アメリカ   4.8   3 27 70   21

インドネシア   3.9 45 16 39   35

ブラジル   3.0 23 24 53   20

ロシア   2.5 12 23 65   38

日本   2.4   5 25 70   40

ナイジェリア   2.2 70 10 20   30

バングラデッシュ   2.2 63 11 26   30

ドイツ   1.4   3 33 64   44
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発展することで，さまざまなサービス・システムをシミュ

レートすることが可能になるかもしれない．そして，大

学は，学際的な研究センタ，授業，課程コースの設置に

力を入れつつある．

　教育は，一般教養しか持たない若者に専門知識の基礎

を身に付けさせる，すべての社会において非常に重要な

サービスである．「ドットコム・バブル」が崩壊し，イ

ンドへのアウトソーシングによる IT関連雇用の流出が
新聞の見出しを飾るようになって以降，北米の多くの大

学では，コンピュータ・サイエンス学科への入学者数が

急落している．その結果，コンピュータ・サイエンス学

科の教授陣は有能な学生が入学してこないことを嘆き，

産業界はコンピュータ・サイエンス学科から必要とする

人材が供給されてこないことを嘆き，さらにはいくつか

の大学では教員募集の数と士気が失われていくという問

題に直面している．

　サービス・サイエンティストならば，この問題に対し

てどのように対処するだろうか？　サービス・サイエン

ティストは，まず，利害関係者を特定し，彼らにインタ

ビューを実施する．そして，利害関係者がそれぞれどん

なチャンスと問題に直面しているのか洗い出すとともに，

対象としているサービス・システムの範囲を特定する．

2番目に，利害関係者の間にどのような相互作用がある
のか，どんな技術や組織がその相互作用を仲介している

のか，どの利害関係者がどんなチャンスや問題を抱えて

いるのか，といった事柄を表にまとめるなどして，サー

ビス・システムを形式的にモデル化する．このモデル化

の際に難しいのは，技術のモデル化でも組織間の相互作

用のモデル化でもなく，サービス・システム内に存在す

る人のモデル化である．従来のモデリング手法では，人

サービス・サイエンティストとしての活動サービス・サイエンティストとしての活動

を機械や他のリソースと同様に扱っており，人の持つ特

性（たとえば，人の能力は経験とともに変化するという

特性や，人間関係や社会的ネットワークが生産性を向上

させるという特性）が見過ごされてきたのである．3番
目に，サービス・サイエンティストは，１年単位の長期

で顕在化するようなサービス・システムの成長と，1時
間単位で生じる利害関係者の活動の両方を予測する．そ

して，問題を解決するための新しいサービス・システム

を考案するのである．時には，その必要と判断された

サービス・システムは世の中に存在しており，それを利

用するために単に金銭的な投資をすればよいかもしれな

い．その場合，サービス・システムに新たな利害関係者

が加わることになる．もしくは，今までの活動に追加し

て新たな活動を行うように，リーダーが既存の利害関係

者に対して働きかける場合もあるだろう．いずれにせよ，

サービス・サイエンティストは，新しいサービス・シス

テムを導入し，問題を抱えている既存のサービス・シス

テムと連携させることで，問題の解決を図るのである．

　たとえば，サービス・サイエンティストは，問題の種

類別にサービス・システムが分類されている「サービス・

システム・ライブラリ」から検索し，教育システムにつ

いて以下のような提案を行うかもしれない．

（1）学生が授業登録の前提として事前学習する
e-learningシステムを導入することで，教員の教室
における活動を20%削減する．この1番目の新しい
サービス・システムの追加によって，現在よりも高

い基礎能力を持った学生がクラスルームに入ってく

るようになり，また，教授陣とその他の利害関係者

は20%の余剰時間を活用できるようになる．

（2）捻出した余剰時間のうち半分は，産業界が求めるス
キルを育成する新しいコースのために使う．教授陣

表 -2　専門分野の成立に影響を与える要因

専門分野の成立に影響を与える要因 コンピュータ・サイエンスの場合 サービス・サイエンスの場合

国家安全 軍事用の高速な計算をするための技術の開発 仕事や技術革新の海外流出への懸念

投資
初期は政府，後に産業界，さらにはベンチャー

キャピタル
主に産業界，部分的にベンチャーキャピタル

特許 技術特許が，投資を後押しする あまり理解されていない

仕事 実践と新規開発の両面で増加 増加するが，実践面のみ

ツール 多種多様 不明

アクセス 広範囲に及ぶ 不明

若年層へのアピール ゲーム，教育，そして雇用機会の提供 不明
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と産業界が共同でコースを作成するという，2番目
の新しいサービス・システムの追加によって，必要

なカリキュラム変更を随時行っていくことが可能と

なる．

（3）捻出した余剰時間の残り半分は，知的好奇心を刺激
する内容や体験学習の新しいコースのために使う．

この3番目の新しいサービス・システムは，教授陣
のニーズに応えるものである．

　このシナリオでは，元々のサービス・システムは，上

記3つの新しいサービス・システムを追加結合されるこ
とで改善される．結果として得られた複合的なサービ

ス・システムは，環境の変化に対してより柔軟に対応で

きると期待される．この新しい仕組みのもとでは，教育

サービスの内容は，毎年20％ずつ変化していき，10年
もしないうちに，現在とは劇的に異なったものになるだ

ろう．もちろん，この例では単純化して説明しているが，

現実には多くの課題が残っている．たとえば，新旧の利

害関係者をどのようにして互いに協力させるかは難しい

問題である．利害関係者が新たな職責を引き受けるよう

に，リーダーが動機付けてもよいし，金銭的インセンティ

ブを導入してもよい．また，利害関係者たちがサービス・

システムの範囲を調整すると，新しいビジネスチャンス

が生じる 3）ことも言及しておきたい．

　1つのサービス・システムには多くの利害関係者が存
在し，利害関係者同士はサービスの授受関係や相互作用

を持つ（図-1）．サービスの提供者と利用者は，サービ
スによって変化する現実の対象（物品，情報，人，組織）

の一部を何らかのかたちで所有している．そして，サー

ビス・システムの構成員は，作業やリスクの分担などさ

まざまな関係を構築し，共同で価値を創出する．サービ

ス活動をどのように形式的に記述し，どのような尺度で

評価するかということは，サービス・サイエンスにおけ

るグランドチャレンジであり（表-3），我々もまだ最適
な方法を見出せてはいないが，以下，3つの具体的なサー
ビス・システムの例を挙げて解説する．

ITサービス・デリバリー拠点：大手の ITサービスプロ
バイダのデータセンタへの一連の現場訪問を通して得

た，ITサービスの提供に関する知見を紹介する．我々は，
50日間にわたって延べ14回の訪問を行い，30人を超え
るシステム管理者やチームリーダー，管理職へのインタ

ビューを実施した 8）．我々の目的は，ITサービスの提供
における，仕事のやり方，ツール，そして組織構造に関

する調査であった．たとえば，オペレーティングシステ

ム管理者であるショーンの活動に関する観察結果を取り

上げてみたい．彼は，顧客や彼の組織のメンバーと働き，

顧客企業のためにUNIXシステムに対するパッチを管理
している．ショーンは我々に，多くのサーバは個別の要

サービスの定義とさらなる事例サービスの定義とさらなる事例

A.サービス提供者

-公共もしくは民間
-組織もしくは個人

B.サービス利用者

-公共もしくは民間
-集団もしくは個人

C. AがBのために操作・働きかけを
行う現実の対象

- 人々／組織
- 技術
- 物品
- 情報

サービスの

授受および

相互作用

AによるCへの干渉
BによるCへの干渉

BによるCの所有

図 -1　サービスの提供者，サービスの利用者，両者の間に介在して価値を生み出す現実の対象の関係を表すサービストライアングル 7）
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件を考慮してパッチを当てる必要があり，また，顧客と

の交渉に多くの時間を割かれている現状を説明してくれ

た．プロバイダと顧客は120日ごとにすべてのサーバに
パッチを当てることに同意していたが，実際にはほとん

どのパッチは個別に交渉する必要が生じているというの

だ．また，公式のプロセスや受付窓口があるにもかかわ

らず，ショーンは個別の要件を考慮して作業計画を立て

るために，非公式の連絡手段（Eメールや電話など）に
頼っているのである．

　ショーンの例以外にも，一般に多くの ITオペレーショ
ンの事例において，ビジネス，組織，技術の複雑な関係

のために，非公式な仕事は溢れかえっている．実際，我々

の調査によると，システム管理者の多大な時間が非公

式な職務活動に費やされている 8）．これらの非公式な職

務活動には，作業項目やスケジュールの交渉，必要な情

報を探したり提供したりすること，ツールや事例を利用

したり共有したりすることなどがある．非公式な活動は，

公式な ITサービスのプロセスやツールによってサポー
トされないため，非効率な追加作業となっており，また，

コスト解析の対象とされることもほとんどない．

　しかし我々は，現場における人の協調関係を調べるこ

とで，ITサービスの提供をより効率化するいくつかの
方法を見出した．たとえば，自動化スクリプトを書い

たり，サービス・システムの間でスクリプトを共有した

りするためのプラットフォームを開発し，これまでの非

公式な職務活動をサポートされた職務活動へと変革した．

我々は現在，この技術の導入が実際に効果的であったか

どうかを検証中である．

コールセンタ：コールセンタはサービス・システムのも
うひとつの例である．コールセンタは北米だけで600万
人を超える雇用を抱え，その人件費は一千億ドルを超え

る．コールセンタへの問合せをビジネスのきっかけとし

て活用しようという動きはあるものの，コールセンタは

大多数の企業において削減すべきコストセンタとみなさ

れている．サービス提供者の視点からのコールセンタの

経済モデルはきわめて単純である：

（1）かかってくる電話を可能な限り少なくする
（2）もし電話がかかってきたならば，解決までの時間を

できるだけ短くする

（3）もし問題が電話で解決できなければ，最小の人件費
で解決サービスを提供する．

　コールセンタというサービス・システムにおける利害

関係者には，（1）ヘルプデスクをアウトソースした顧客，
（2）サービス提供者，（3）オペレータ，（4）顧客担当営業，
（5）リソース管理者，（6）品質管理チームが挙げられる．
これらの利害関係者は，それぞれ異なる目的を持ってい

る．顧客は，低コストで質の高いサービスを提供する信

頼できるサービス提供者を求めている．サービス提供者

は，サービス品質保証（SLA）を達成しつつ，収益を増
加させ，コストを削減し，利益を最大にしようとする．

オペレータは，スキルや責任がさまざまである上，彼ら

の評価尺度も，顧客満足度／最初の通話における解決率

／通話の総量などさまざまである．顧客担当営業は，そ

れぞれ特定の顧客に責任を持ち，通話量がSLAを達成
できないような危機的な状況に達する前に積極的に対策

をとるなどして，担当する顧客の顧客満足度向上を目指

す．リソース管理者は，統計やSLAに基づいて需要を
予測し，予想される通話量のばらつきのもとで SLAを
達成するための最適な労働力を計画する．品質管理チー

ムは，特にサービスレベルの下25%と上25%に注目し
て通話の品質を監視し，継続的に品質管理を行う．

　利害関係者および彼らの抱える課題，彼らの評価尺度

について解析してみると，サービス・システム全体を

包括的に見る視点が重要であることが分かる．すなわ

ち，すべての利害関係者が協調して機能するように，適

切なプロセス，評価尺度，技術，ツールを導入すること

で，システム全体が利益を享受できるようにするのであ

る．この際，サービス・システムの変革は，技術やツー

ルの変革に加えて，業務プロセスの変革と組織の変革を

組み合わせて実行されなければならない点を強調してお

く．たとえば，もし高コストの要因の1つが，レベル1
（非熟練の低給のオペレータ）からレベル3（熟練した高
給のオペレータ）へつながれる通話量だと分かったなら

表 -3　システムの特徴とその変遷

19世紀 20世紀 21世紀

システムのタイプ 物質的システム 情報システム サービス・システム

現実の対象 物品 ディジタル情報 人々，技術，組織，情報

例

（評価軸）

蒸気エンジン

（質量，距離，時間）

クイックソート

（計算量）

コールセンター：アウトソース，

オフショア，自動化（知識資産）

準拠する原理／法 物理法則 論理的・数学的定理 法規と文化
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ば，いくつかの対策を施すことが可能である．レベル3
へつながれる問題のタイプをよりよく理解し，レベル1
のオペレータに対して，これらの問題に関する研修を実

施してもよい．また，そのタイプの問題を解決するため

にツールを開発・導入することも可能であろう．

特許システム：サービス・システムをモデル化して解析
すると，効率化の機会が特定され，新たなサービスを

創出することができる．全世界の知的所有権システムと

いうサービス・システムを例に挙げて説明していきたい．

このサービス・システムにおける利害関係者には，発明

者，発明受託者（発明の権利を所有する人や会社），発

明を利用する消費者，特許庁の管轄区である国々，そし

て特許庁そのものが挙げられる．これら利害関係者は，

それぞれ異なる目的を持っている．発明者は，特許の申

請や先行技術の発見を容易にしたい．発明受託者は，コ

ストを抑え，システムの利用を簡略化し，訴訟費用を最

小化しつつ，経済的利益を最大限得るように発明の所有

権を維持したい．消費者は，低コストで発明を促進する

公平なシステムによって，より良くより安価な商品が手

に入ることで，間接的に利益を得る．国は，国内総生産

（GDP）の拡大や経済の発展という，イノベーションの
結果に興味を持っている．特許庁は，システムのコスト，

実行，そして公平性に対して責任を持つ．これらのすべ

ての利害関係者に影響を与える評価尺度としては，コス

ト，特許の質，システムの利用のしやすさ，公平性，先

行技術の検索，スピード，訴訟解決などが挙げられる．

　このサービス・システムを解析するためには，特許権

を与えるプロセスそのものの理解が必要である．それに

加えて，特許は発明を自然言語や図などで記述しており，

その分析は難しいという課題がある．特許の分析技術が

開発されれば，先行技術検索が容易になり，特許の質も

改善されるだろう．ただし，このサービス・システムの

真の目的は，経済の活性化を促進することにある．よっ

て，成功の真の評価尺度は，イノベーションによる価値

によって利害関係者が享受する最終的な経済的効果にあ

る．この特許システムの例は，すべてのサービス・シス

テムは連結していること，そしてサービス・システムの

解析のためには，サービス・システムの範囲，利害関係

者，彼らが抱える問題とチャンスを明らかにする必要性

を教えてくれる．

　多くのビジネスにおいて，サービス・システムについ

て研究し，設計し，適切な管理方法の検討を行う能力を

持ったサービス・サイエンティストは魅力的な人材とな

るであろう．多くの研究者や教育者，実務家たちはサー

ビス・サイエンスという新しい学問領域の出現にも大き

な関心を持っている．たとえば，カリフォルニア大学バー

クレー校は，経営学や工学，情報科学の学生を対象とし

たサービス・サイエンスの学位の新設を発表した．他

のカリフォルニア大学のキャンパスも2006年秋から講
義を予定している．また，ノースカロライナ州立大学も，

MBAプログラムにおいてサービス・サイエンス集中講
義を行うことや，コンピュータ・サイエンスや工学部に

おいてサービス関連のコースを取り入れることを発表し

た．このように，多くの大学や研究教育機関がサービス

の研究やサービスの教育への取り組みを始めている．
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